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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第26期第２四半期連結累計期間及び第26期は

１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第27期第

２四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

回次 

第26期 

第２四半期 

連結累計期間 

第27期 

第２四半期 

連結累計期間 

第26期 

会計期間 
自 平成27年４月１日 

至 平成27年９月30日 

自 平成28年４月１日 

至 平成28年９月30日 

自 平成27年４月１日 

至 平成28年３月31日 

売上高（千円） 28,781,193 29,481,947 55,662,811 

経常利益又は経常損失（△）（千円） 347,884 △146,709 313,111 

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純損失（△）（千円） 
△367,007 △1,611,894 △782,810 

四半期包括利益又は包括利益（千円） △274,023 △4,807,715 △1,775,931 

純資産額（千円） 31,321,451 23,367,856 28,846,881 

総資産額（千円） 73,874,135 67,541,822 69,921,704 

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）（円） 
△16.42 △75.21 △35.24 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） 42.2 34.5 41.1 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

（千円） 
160,272 1,513,187 4,272,011 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

（千円） 
△3,035,130 △2,818,052 △5,955,579 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

（千円） 
26,518 △1,013,186 △379,438 

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円） 
10,234,503 8,075,761 10,732,361 

 

回次 

第26期 

第２四半期 

連結会計期間 

第27期 

第２四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自 平成27年７月１日 

至 平成27年９月30日 

自 平成28年７月１日 

至 平成28年９月30日 

１株当たり四半期純利益又は１株当た

り四半期純損失（△）（円） 
8.59 △42.24 
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２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

２ 【経営上の重要な契約等】 

（インセンティブ報酬契約の締結） 

当社は、平成28年７月20日付で、当社子会社であるSiTime Corporation（以下「SiTime社」という。）並びに

SiTime社の役員及び従業員35名各人との間で、リテンションを目的にインセンティブ報酬として「Restricted 

Stock Unit Agreement」を締結いたしました。 
  

当社米国子会社役職員に対するインセンティブ報酬 

  

(注) 当該インセンティブ報酬の付与対象者であるSiTime社従業員１名の退職により一部失権が発生し、処分株

式数が次のとおり変更となっております。 
  

契約の名称 Restricted Stock Unit Agreement 

契約年月日 平成28年７月20日 

契約相手先 SiTime社並びにSiTime社の役員及び従業員35名各人 

契約の内容 

① 当社およびSiTime社は、各役職員にRestricted Stock Unit（譲渡制限付き株式報

酬ユニット）を与える。 

② 付与日は平成28年7月20日とする。 

③ 当社自己株式を第三者割当による処分方式で交付する。 

なお、上記の他、源泉税相当分を当社が負担する。 

④ 払込金額は１株当たり１セントとする。 

⑤ 権利確定スケジュール（払込期日および処分株式の数）は以下のとおりとする（全

役職員の合計分を表示する）。なお、権利確定は、各役職員が払込期日にSiTime社

に在籍していることを条件とする。 

第１回：平成28年９月15日 45,380株 

第２回：平成28年12月15日 45,380株 

第３回：平成29年３月15日 45,380株 

第４回：平成29年６月15日 45,384株 

第５回：平成29年９月15日 39,588株 

第６回：平成29年12月15日 39,588株 

第７回：平成30年３月15日 39,588株 

第８回：平成30年６月15日 39,623株 

合計 339,911株 
 

契約の内容 

⑤ 権利確定スケジュール（払込期日および処分株式の数）は以下のとおりとする（全

役職員の合計分を表示する）。なお、権利確定は、各役職員が払込期日にSiTime社

に在籍していることを条件とする。 

第１回：平成28年９月15日 45,133株 

第２回：平成28年12月15日 45,133株 

第３回：平成29年３月15日 45,133株 

第４回：平成29年６月15日 45,137株 

第５回：平成29年９月15日 39,341株 

第６回：平成29年12月15日 39,341株 

第７回：平成30年３月15日 39,341株 

第８回：平成30年６月15日 39,376株 

合計 337,935株 
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間における電子機器業界においては、産業用電子機器並びに電子部品・デバイスの需

要が減少した結果、電子機器業界全体の市場は前年同期比減という状況で推移いたしました。 

ASICにおいては、これまでの主力分野であるゲーム機器、デジタルカメラ、事務機器分野に加え、FA、ロボテ

ィックスなどの産業機器分野における国内外の有力顧客に向け、顧客の機器・サービスのアプリケーションに最

適なソリューションを提供しております。その競争力は、顧客のアプリケーションに関する深い理解と独自のコ

ア技術を基に、アルゴリズム・アーキテクチャの開発から性能・コスト競争力に優れたシステムLSIの開発・供給

を、上流の論理設計から下流の物理設計、製造オペレーション、品質保証に至るまで一貫したサポート体制で提

供できることにあります。 

ASSPにおいては、国内外の競合企業や市場環境の変化に適応しつつ、IoT時代の到来により更なる成長を図るた

め、成長機器市場の有力グローバル企業に向けたビジネスを立ち上げ、事業ポートフォリオのバランスの改善に

取り組んでおります。そのための施策として、IoT分野の製品を中心にプラットフォームを構成する製品の拡充を

図るとともに、成長機器市場における有力グローバル企業とのビジネス関係を更に緊密にし、重点的にグローバ

ルに通用する人材の育成を図りつつ、収益構造の転換を積極的に進めております。 

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、主に液晶パネル向けLSIの需要が減少したものの、ゲームソ

フトウェア格納用LSI（カスタムメモリ）の需要が増加したことにより、売上高は294億８千１百万円（前年同四

半期比2.4％増）となりました。また、海外企業の買収に伴うのれん及び無形固定資産の償却費が13億２千６百万

円発生し、償却前の営業利益は12億９千６百万円、償却後の営業損失は３千万円（前年同四半期は１億円の営業

利益）、経常損失は１億４千６百万円（前年同四半期は３億４千７百万円の経常利益）となり、特別損失として

投資有価証券評価損が10億１百万円発生し、親会社株主に帰属する四半期純損失は16億１千１百万円（前年同四

半期は３億６千７百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。 

なお、中長期の成長分野として取り組んでいるSmart Connectivity（DisplayPort）及びMEMSタイミングデバイ

スの両事業は順調に進捗しており、引き続き成長軌道に乗せるべく取り組みを進めております。 

当社グループは単一の事業セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた記載を行っておりません。 

  

(2) 財政状態の変動状況 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は675億４千１百万円（前連結会計年度比23億７千９百万円の減

少）となりました。主要な項目を前連結会計年度と比較すると、受取手形及び売掛金が51億５千５百万円増加し

た一方で、現金及び預金が26億７千６百万円、のれんが33億４千４百万円、技術資産が12億４千４百万円それぞ

れ減少しております。 

負債合計は441億７千３百万円（同30億９千９百万円の増加）となりました。主要な項目を前連結会計年度と比

較すると、支払手形及び買掛金が50億８千６百万円、１年内返済予定の長期借入金が30億円それぞれ増加した一

方で、長期借入金が40億円減少しております。 

純資産は233億６千７百万円（同54億７千９百万円の減少）となりました。主要な項目を前連結会計年度と比較

すると、為替換算調整勘定が37億９千万円減少しております。この結果、自己資本比率は34.5％（同6.6ポイント

の下降）となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、80億７千５百万円と

なり、前連結会計年度に比べ26億５千６百万円の減少（前年同四半期は27億９千３百万円の減少）となりまし

た。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、15億１千３百万円の資金の獲得（前年同四半期は１億６千万円の資金

の獲得）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純損失が11億４千７百万円（前年同四半期は３億７千

４百万円の利益）となり、売上債権が54億５千２百万円の増加となった一方で、減価償却費が９億５千５百万

円、のれん償却額が８億４千８百万円、投資有価証券評価損が10億１百万円それぞれ発生し、仕入債務が53億１

千９百万円の増加となったことによるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、28億１千８百万円の資金の使用（前年同四半期は30億３千５百万円の

資金の使用）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が６億７千９百万円、無形固定資産の

取得による支出が13億８千６百万円、投資有価証券の取得による支出が２億２千１百万円あったことによるもの

であります。この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合算したフ

リー・キャッシュ・フローは、13億４百万円の資金の使用（前年同四半期は28億７千４百万円の資金の使用）と

なりました。 
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財務活動によるキャッシュ・フローは、10億１千３百万円の資金の使用（前年同四半期は２千６百万円の資金

の獲得）となりました。これは短期借入金の純増減額が７億１千１百万円の増加となった一方で、長期借入金の

返済による支出が10億円、配当金の支払額が７億２千４百万円あったことによるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

① 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

② 株式会社の支配に関する基本方針は定めておりませんが、買収防衛策や濫用的買収者から株主の皆様の利益

を守ることは会社の経営上重要な事項として認識しており、最近の企業買収動向について常時情報を収集して

おります。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、21億８千６百万円（前年同四半期比28.4％減）とな

っております。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。  

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 
 

種類 

第２四半期会計期間末 

現在発行数（株） 

（平成28年９月30日） 

提出日現在発行数(株) 

（平成28年11月10日） 

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 23,038,400 23,038,400 
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数100株 

計 23,038,400 23,038,400 － － 
 

年月日 

発行済株式

総数増減数

(株) 

発行済株式総

数残高（株）

資本金増減

額（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金

増 減 額（千

円） 

資本準備金残

高(千円) 

平成28年７月１日～ 

平成28年９月30日 
－ 23,038,400 － 4,840,313 － 6,181,300 
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(6) 【大株主の状況】 

(注)１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）の所有株式数のうち、信託業務に係る株

式数は、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）2,351千株、日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）756千株及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）451千株でありま

す。  

２．平成23年２月４日に提出されました大量保有の変更報告書によりますと、松岡茂樹氏が共同保有者として保

有する株式数は松岡明子氏名義となっている42千株であります。 

  

 

    平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）  
東京都中央区晴海１－８－11  2,351 10.21 

株式会社メガチップス  大阪市淀川区宮原１－１－１  1,564 6.79 

有限会社シンドウ  大阪府豊中市待兼山町15－16  1,239 5.38 

株式会社シンドウ・アンド・アソシエ

イツ  
大阪府豊中市待兼山町15－16  1,239 5.38 

松岡茂樹  大阪府吹田市  810 3.52 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）  
東京都港区浜松町２－１１－３  756 3.28 

進藤晶弘  大阪府豊中市  680 2.95 

進藤律子  大阪府豊中市  680 2.95 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２－７－１  487 2.12 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口９）  
東京都中央区晴海１－８－11  451 1.96 

計 － 10,262 44.55 
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(7) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

役職の異動 

  

 

      平成28年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,564,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,461,700 214,617 － 

単元未満株式 普通株式 12,400 － － 

発行済株式総数   23,038,400 － － 

総株主の議決権   － 214,617 － 
 

        平成28年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

株式会社メガチップス 
大阪市淀川区宮原

一丁目１番１号 
1,564,300 － 1,564,300 6.79 

計 － 1,564,300 － 1,564,300 6.79 
 

新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

調達・生産統括部長 
(兼)購買・企画部長 

メモリ事業部長 肥川 哲士 平成28年７月１日 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 10,949,946 8,273,825 

    受取手形及び売掛金 13,358,667 18,514,121 

    商品及び製品 2,019,432 1,847,089 

    仕掛品 2,092,163 1,977,410 

    原材料及び貯蔵品 1,006,713 1,094,318 

    繰延税金資産 1,146,507 1,111,934 

    その他 1,440,013 1,134,147 

    貸倒引当金 △4,145 △5,216 

    流動資産合計 32,009,297 33,947,631 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 3,932,407 3,922,884 

        減価償却累計額 △2,996,991 △3,029,671 

        建物（純額） 935,415 893,212 

      その他 8,937,809 9,290,933 

        減価償却累計額 △6,781,369 △6,862,921 

        その他（純額） 2,156,440 2,428,012 

      有形固定資産合計 3,091,855 3,321,225 

    無形固定資産     

      のれん 17,478,244 14,134,205 

      技術資産 6,106,168 4,861,445 

      その他 2,957,620 3,847,973 

      無形固定資産合計 26,542,032 22,843,625 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 1,173,226 814,019 

      長期前払費用 3,086,797 2,786,264 

      繰延税金資産 1,461,001 1,469,880 

      その他 2,569,001 2,370,683 

      貸倒引当金 △11,508 △11,508 

      投資その他の資産合計 8,278,517 7,429,340 

    固定資産合計 37,912,406 33,594,191 

  資産合計 69,921,704 67,541,822 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 4,242,223 9,328,923 

    短期借入金 13,394,730 13,760,670 

    1年内返済予定の長期借入金 2,000,000 5,000,000 

    未払法人税等 337,595 740,812 

    賞与引当金 555,981 447,425 

    工事損失引当金 4,689 49,477 

    その他 3,611,510 2,797,962 

    流動負債合計 24,146,731 32,125,271 

  固定負債     

    長期借入金 13,000,000 9,000,000 

    繰延税金負債 2,507,079 1,986,163 

    その他 1,421,011 1,062,531 

    固定負債合計 16,928,091 12,048,694 

  負債合計 41,074,823 44,173,966 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 4,840,313 4,840,313 

    資本剰余金 6,181,300 6,181,643 

    利益剰余金 18,950,506 16,610,026 

    自己株式 △2,030,200 △1,973,268 

    株主資本合計 27,941,919 25,658,715 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 △599,967 42,341 

    為替換算調整勘定 1,412,620 △2,377,776 

    その他の包括利益累計額合計 812,653 △2,335,435 

  非支配株主持分 92,308 44,576 

  純資産合計 28,846,881 23,367,856 

負債純資産合計 69,921,704 67,541,822 
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 28,781,193 29,481,947 

売上原価 20,129,970 22,002,731 

売上総利益 8,651,222 7,479,216 

販売費及び一般管理費 ※1  8,551,051 ※1  7,509,311 

営業利益又は営業損失（△） 100,170 △30,094 

営業外収益     

  受取利息 4,644 2,472 

  投資事業組合運用益 18,160 － 

  未払配当金除斥益 3,698 3,296 

  為替差益 315,832 － 

  雑収入 5,873 4,430 

  営業外収益合計 348,209 10,198 

営業外費用     

  支払利息 78,462 73,348 

  投資事業組合運用損 － 988 

  為替差損 － 44,886 

  雑損失 22,033 7,591 

  営業外費用合計 100,495 126,814 

経常利益又は経常損失（△） 347,884 △146,709 

特別利益     

  投資有価証券売却益 59,647 － 

  特別利益合計 59,647 － 

特別損失     

  固定資産除却損 33,294 － 

  投資有価証券評価損 － 1,001,076 

  特別損失合計 33,294 1,001,076 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） 

374,236 △1,147,786 

法人税等 796,377 503,520 

四半期純損失（△） △422,140 △1,651,306 

（内訳）     

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △367,007 △1,611,894 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △55,133 △39,411 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △292,789 642,308 

  為替換算調整勘定 440,907 △3,798,717 

  その他の包括利益合計 148,117 △3,156,408 

四半期包括利益 △274,023 △4,807,715 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 △228,151 △4,759,984 

  非支配株主に係る四半期包括利益 △45,871 △47,731 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△） 

374,236 △1,147,786 

  減価償却費 1,051,506 955,358 

  のれん償却額 1,006,435 848,111 

  長期前払費用償却額 562,139 354,187 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △189,036 △108,555 

  工事損失引当金の増減額（△は減少） △259,897 44,787 

  受取利息及び受取配当金 △4,644 △2,472 

  支払利息 78,462 73,348 

  投資有価証券売却損益（△は益） △59,647 － 

  投資有価証券評価損益（△は益） － 1,001,076 

  売上債権の増減額（△は増加） 316,524 △5,452,238 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △399,923 △92,098 

  仕入債務の増減額（△は減少） 1,199,295 5,319,602 

  その他の資産の増減額（△は増加） 248,395 444,940 

  その他の負債の増減額（△は減少） △3,281,262 △368,247 

  その他 77,859 12,800 

  小計 720,444 1,882,815 

  利息及び配当金の受取額 4,721 2,633 

  利息の支払額 △71,116 △78,387 

  法人税等の還付額 703 354 

  法人税等の支払額 △494,480 △294,228 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 160,272 1,513,187 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の払戻による収入 36,403 202,792 

  定期預金の預入による支出 － △201,017 

  有形固定資産の取得による支出 △554,417 △679,009 

  無形固定資産の取得による支出 △886,228 △1,386,674 

  投資有価証券の売却による収入 65,517 － 

  投資有価証券の取得による支出 － △221,381 

  長期前払費用の取得による支出 △1,164,555 △257,561 

  貸付けによる支出 △14,926 △7,937 

  その他 △516,922 △267,262 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △3,035,130 △2,818,052 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 200,000 711,640 

  長期借入れによる収入 3,000,000 － 

  長期借入金の返済による支出 △2,416,670 △1,000,000 

  配当金の支払額 △756,811 △724,872 

  その他 － 46 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 26,518 △1,013,186 

現金及び現金同等物に係る換算差額 54,533 △338,548 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,793,804 △2,656,599 

現金及び現金同等物の期首残高 13,028,308 10,732,361 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  10,234,503 ※1  8,075,761 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用) 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

(税金費用の計算) 

税金費用については、連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

(追加情報) 

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。 

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係) 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。 

  

    （単位：千円）

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

給料 1,371,249 1,336,314 

賞与引当金繰入額 207,131 215,650 

役員賞与引当金繰入額 49,498 － 

退職給付費用 75,445 68,134 

研究開発費 3,054,128 2,186,554 

貸倒引当金繰入額 4,200 1,071 

のれん償却額 1,006,435 848,111 
 

    （単位：千円）

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

現金及び預金 10,343,712 8,273,825 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △109,209 △198,063 

現金及び現金同等物 10,234,503 8,075,761 
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(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）  

１．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

２．株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）  

１．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

２．株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。 

 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年５月13日 

取締役会 
普通株式 759,864 34 平成27年３月31日 平成27年６月３日 利益剰余金 

 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年５月13日 

取締役会 
普通株式 728,584 34 平成28年３月31日 平成28年６月２日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当社グループは、単一の事業セグメントであるため、記載を省略しております。  

(金融商品関係) 

金融商品の当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と

時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。  

(有価証券関係) 

前連結会計年度末（平成28年３月31日）  

その他有価証券  

(注)１．上記には、投資事業組合の構成資産に係るその他有価証券で時価のあるものが含まれております。  

２．減損処理にあたっては、期末における時価が50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度

下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

っております。  

  

当第２四半期連結会計期間末（平成28年９月30日）  

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっております。  

(注)１．上記には、投資事業組合の構成資産に係るその他有価証券で時価のあるものが含まれております。  

２．減損処理にあたっては、期末における時価が50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度

下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

っております。  

３．当第２四半期連結累計期間においては、当社の連結子会社である順盈投資有限公司が保有する「Macronix 

International Co., Ltd.（台湾証券取引所 2337）」の株式について、平成28年６月30日付の同社株価が著

しく下落したことにより減損処理が妥当と判断し、1,001,076千円の減損処理を行っております。  

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なものではないため、記載を省略しております。  

区分 取得原価(千円) 
連結貸借対照表 

計上額(千円) 
差額(千円) 

株式 1,686,419 1,096,721 △589,698 

合計 1,686,419 1,096,721 △589,698 
 

区分 取得原価(千円) 
四半期連結貸借対照表 

計上額(千円) 
差額(千円) 

株式 693,164 751,163 57,998 

合計 693,164 751,163 57,998 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第２四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため、当第２四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であるため記

載しておりません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

  
前第２四半期連結累計期間 

（自 平成27年４月１日 

至 平成27年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 

（自 平成28年４月１日 

至 平成28年９月30日） 

１株当たり四半期純損失（△）（円） △16.42 △75.21 

（算定上の基礎）     
 親会社株主に帰属する四半期純損失（△） 

（千円） 
△367,007 △1,611,894 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）（千円） 
△367,007 △1,611,894 

 普通株式の期中平均株式数（株） 22,348,950 21,432,896 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年11月10日

株式会社メガチップス 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メガチ

ップスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日か

ら平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メガチップス及び連結子会社の平成28年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  有限責任 あずさ監査法人 
 

  指定有限責任社員 

業務執行社員 

公認会計士 和田 安弘  印 

 

  指定有限責任社員 

業務執行社員 

公認会計士 安田 智則  印 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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